
整理番号
■ 総合計画（後期基本計画）

１ 関連する個別計画

２ 施策目的（何を対象にどのような状態にしたいのか・どのような状態に持っていきたいのか）

３ 目標値など

（H17） （H20） （現状）

医療保険制度の健全運営に努めます 国民健康保険税の収納率 96.2％ H16 93.9％ H19 H23 98.0％ H26

生活習慣病の予防を推進します 特定健診の受診率 新規 － 34.2％ H20 H23 65％ H26

（現状）

なし

14 59 11 48 50 57 58 19 22 24 68 69 78 # 80

４ 評価結果一覧
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1

2

５．今後の施策展開について

計
1,279,087 1,312,183

(1,072,945)

A市民 直・扶
1,708 1,799 市規

定
含む

現状維
持国民年金の加入促進及び外国籍高齢者特別給付金(市独自制度)の支給 (1,633)

5
生活支援
安全網

1
国・
一部

サー
ビス

国民年金事務 保険事業課

A
現状維
持後期高齢者医療制度を運営する広域連合へ事務費負担金及び療養給付費負担金を支出 (708,786)

－ － 1単費 － － －
682,939 708,786

義務 －
後期高齢者医療事業 保険事業課

1 国民健康保険と
高齢者医療の安定
運営

施策方針 事務事業

事業内容（実績） 担当課

13

医療保険制度の一層の充実

健やか安心都市 所管部局長の氏名

中村 悦雄

所管部局

健康長寿福祉部

施 策 評 価 調 書

施策名

政策名

②

Ⅲ

予算額（単位：千円）

H23決算額 H24予算額

（一般財源）

財政
負担

事業
種別

対象
実施
手法 数値

C
終了・
廃止

1－

施策
目的

－

関与必要性

事務事業評価結果 施策評価結果

義務 単費 － － －

施 策
貢献度

今後の
方向性説明

単独
事業

－
老人保健制度の廃止(平成20年3月31日)に伴う精算事務

根拠
法令

10 106老人保健医療事業 保険事業課

(53)

医療費通知事業 保険事業課 サー
ビス

市民 直・委
4,251 5,032 国規

定
－ B

現状維
持医療費に対する理解の向上と啓発を図るため、医療機関での受診状況等を被保険者に通知(年間6回) (2,025)

2
特定サー

ビス
1

府・
一部

医療費適正化事業 保険事業課 内部
管理

－ －
5,538 5,544 国規

定
－ A

現状維
持医療費の適正化を図るため、レセプト点検を臨時職員3人体制で実施 (5,544)

－ － 1
府・
一部

ｴｲｽﾞ予防啓発事業 保険事業課 サー
ビス

市民 直
27 118 国規

定
含む B

現状維
持ｴｲｽﾞ予防啓発ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄを作成(710部)し、成人式で配布 (77)

2
特定サー

ビス
1

国・
一部

前立腺がん検診事業 保険事業課 サー
ビス

市民 委
3,672 3,868 国規

定
含む A

現状維
持55歳以上の男性被保険者を対象に前立腺がん検診を実施(受診者:1,399人) (1,211)

2
特定サー

ビス
1

府・
一部

施設管理費 健康推進課 維持
管理

市民 直・委
3,285 3,161 市規

定
含む B

現状維
持総合保健施設「弥栄保健福祉ｾﾝﾀｰ(ふれあい)」の施設管理を実施 -

1 該当なし 1単費

子ども医療事業 保険事業課2 福祉医療制度の
充実

サー
ビス

市民 扶
143,507 144,180 府規

定
含む A 拡大

乳幼児・小学生・中学生を対象に、自己負担(1か月1医療機関ごとに200円)を超える額を助成 (110,368)
5

生活支援
安全網

2
府・
一部

重度心身障害老人健康管理事業 保険事業課 サー
ビス

市民 補
102,508 99,319 府規

定
含む A

現状維
持後期高齢者医療制度加入者で低所得障害者の医療費の一部負担金を助成(府制度848人、市制度351人) (64,852)

5
生活支援
安全網

2
府・
一部

重度心身障害者医療事業 保険事業課 サー
ビス

市民 扶
124,645 118,144 府規

定
含む A

現状維
持低所得の障害者の医療費の一部負担金を助成(受給者数：府制度667人、市制度153人) (70,460)

5
生活支援
安全網

2
府・
一部

母子･父子医療事業 保険事業課 サー
ビス

市民 扶
43,965 44,087 府規

定
含む A

現状維
持母子家庭及び父子家庭の保護者と18歳未満の子どもを対象にして、医療費の一部負担金を助成 (26,727)

5
生活支援
安全網

2
府・
一部

老人医療給付事業 保険事業課 サー
ビス

市民 扶
121,480 124,071 府規

定
－ A

現状維
持65歳以上70歳未満の高齢者の医療費の一部負担金を助成(受給者数：2,292人) (41,963)

5
生活支援
安全網

2
府・
一部

特定健康診査事業 保険事業課
－ － －

28,822 37,934
義務 － A

現状維
持内臓脂肪症候群の把握のため、総合健診の一部として40歳以上の被保険者を対象に実施(対象者数：13,693人) (23,452)

－ － 1
国・
一部

特定保健指導事業 保険事業課 1,017 1,273
義務 －

国・
一部

－ － － A
現状維
持特定健康診査の結果に基づき、対象者を把握し、支援を実施(動機付け支援：444人、積極的支援：191人) (1,033)

－ － 1

委
短期総合機能検査事業 保険事業課

40歳以上70歳未満の被保険者を対象に人間ﾄﾞｯｸ・節目ﾄﾞｯｸﾞ・脳ﾄﾞｯｸﾞを実施 (14,761)
2

11,713 14,761 国規
定

－ 単費
サー
ビス

備考

なし

個別計画名称 計画概要 計画年次 計画期間

No. 施策目的 関連する施策方針

1
国保税の収納率の向上や市民の健康増進、医療費の適正化を図ることにより、国民健康保険制度が持続的・安定的に財政運営をできる体制を確立す
る。

1 国民健康保険と高齢者医療の安定運営

2
子ども医療事業、重度心身障害老人健康管理事業、重度心身障害者医療事業、母子･父子医療事業、老人医療給付事業の充実により、子供や高齢
者等が安心して医療を受けられる体制を作る。

2 福祉医療制度の充実

総合
計画

めざす目標
指標名 総合計画作成時 後期基本計画作成時 H23年度実績値 目標

年度 年度 年度 （H26） 年度

個別
計画

個別計画名称 指標名 説明・備考
計画策定時 H23年度実績値 目標

年度 年度 年度

財源が減少していく
中で、効率的・効果
的に施策を推進する
ために、どのように施
策展開を図っていく
のか

No. 歳出抑制の考え方

1 市単独施策について、近隣市町の施策事業と比較調査しながら、事業の見直しを検討する。

94.05%

37.70%

補完・代替措置などがある場合は、その内容

A
現状維
持

特定サー
ビス

1市民

ＡＣＴＩＯＮ

ＤＯ ＣＨＥＣＫ

ＰＬＡＮ
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01

Ⅲ ②

① ②

○需用費 千円

決算書･決算附属資料の印刷代

○償還金利子及び割引料 千円

社会保険診療報酬支払基金・国・府への返還金

老人保健制度から後期高齢者医療制度への移行に伴う清算業務を適切に実施することができ
た。

01老人保健医療事業

決算書 Ｐ.142

1千円

老人保健制度の清算業務を円滑に進めることを目的とする。

21千円

予 算 科 目

細 事 業 名

01社会福祉費

主
な
財
源

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

諸収入 老人保健医療返還金

老人保健制度の清算を円滑に進めるための事務等経費であり、平成23年度は、決
算書の印刷代と支払基金・国及び府への返還金のみの支出であった。

なお、老人保健制度は平成20年3月で制度廃止されており、4月からは後期高齢者
医療制度が創設された。

9

1

基本方針 計画項目

不 用 額 (②－①)

健やか安心都市

決 算 額

総 合 計 画

最 終 予 算 額

医療保険制度の一層の充実

執 行 率

06老人保健医療事務費

事 業 所 管 課

03民生費

10千円

目
的

評
価
・
課
題
等

老人保健医療事業

健康長寿福祉部／保険事業課

11千円 47.6 %

- 2 -



01

Ⅲ ②

① ②

○後期高齢者医療広域連合分賦金 千円

広域連合を運営するための事務経費を府内の市町村で負担するもの

負担割合：均等割（5％）、高齢者人口割（47.5％）、人口割（47.5％）

○療養給付費負担金 千円

「高齢者の医療の確保に関する法律」第98条の規定による市町村の負担金

後期高齢者医療費の負担割合は、保険料：10.26％、支援金：39.74％、公費：50％

公費50％のうち、市町村は全体の1/12を負担する。

(A)平成22年度療養費負担金（確定） (B)平成23年度療養費負担金

千円 負担対象額

千円 千円

千円 負担対象額×1/12(納付額）

千円 千円

千円

⑥実績額⑤×1/12 千円 (A)+(B)

千円 平成23年度負担金合計

千円 千円

※この負担金は、京丹後市被保険者の医療給付の実績に応じて精算される。

事 業 所 管 課

03民生費

682,939千円

目
的

評
価
・
課
題
等

後期高齢者医療事業

健康長寿福祉部／保険事業課

1千円 99.9 %

不 用 額

基本方針 計画項目

予 算 科 目

細 事 業 名

総 合 計 画

01社会福祉費 07後期高齢者医療費

決 算 額

主
な
財
源

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

75歳以上（65歳以上の一定の障害のある方を含む）の高齢者が加入する後期高齢者医療制
度を運営する「京都府後期高齢者医療広域連合」への事務費負担金及び療養給付費負担金

01後期高齢者医療事業

決算書 Ｐ.142

682,940千円

最 終 予 算 額

医療保険制度の一層の充実

執 行 率(②－①)

健やか安心都市

急速に進展する高齢化社会において、高齢者にかかる公費負担割合の見直し、医療保険の自己
負担割合が国全体の課題とされており、注視する必要がある。

20,070

662,869

7,717,224

643,102

662,869

7,457,269

621,439

601,672

19,767⑧追加納付額 ⑥ｰ⑦

⑦納付済額

7,168,664

36,307

246,618

5,680

①療養給付費

②療養費

⑤計

③高額療養費

④高額・介護合算療養費

- 3 -



01

Ⅲ ⑥

① ②

旅費 国民年金事務説明会ほか 85千円

消耗品費 本庁・市民局事務用品 9千円

通信運搬費 進達書類郵送料 94千円

扶助費 外国籍高齢者特別給付金 1,520千円

8月支給 7人（560千円）

12月支給 6人（480千円）

4月支給 6人（480千円）

無年金者をなくし、満額の年金が受給できるよう加入促進や年金制度の周知を行った。
また、在日外国籍高齢者のうち老齢基礎年金の受給資格を得ることができなかった方へ特

別給付金の支給を実施した。

○資格取得等の受付、保険料納付困難者の相談・保険料申請免除等の受付を行ったことにより、
国民年金未加入者や保険料未納者の減少と、年金受給資格の確保を行うことができた。
○外国籍高齢者への特別給付金の支給により、生活援助を行うことができた。

10,177千円

18国民年金事務

決算書 Ｐ.124

1,709千円

最 終 予 算 額

安心して暮らせる高齢者福祉の充実

執 行 率(②－①)

健やか安心都市

決 算 額

主
な
財
源

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

国委 国民年金取扱事務委託金

基本方針

不 用 額

計画項目

予 算 科 目

細 事 業 名

総 合 計 画

01社会福祉費 01社会福祉総務費

国民年金の加入促進と被保険者の安定した老後生活の保障を図る。

事 業 所 管 課

03民生費

1,708千円

目
的

評
価
・
課
題
等

国民年金事務

健康長寿福祉部／保険事業課

1千円 99.9 %

- 4 -
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Ⅲ ②

① ②

・対象者数 13,693人

・実施人員

基本項目のみ 4,837人

基本項目＋詳細項目 330人

・受診率

（国庫負担金実績報告時）

・印刷製本費 144千円

・通信運搬費 820千円

・共同処理手数料 1,221千円

・自動車運転委託料 14千円

・健診委託料 26,617千円

・会場使用料 6千円

○内臓脂肪症候群の該当者を的確に把握することができた。また、該当者の早期発見を行うこと
で、生活習慣病の発症や重症化の予防につなげることができた。
○京丹後市特定健診等実施計画において、平成23年度の特定健診受診率の目標を55％としてい
るが、受診率の実績は、37.7％（国庫負担金実績報告時）にとどまっている。

京丹後市特定健診等実施計画に基づき、内蔵脂肪症候群（メタボリックシンドローム）の
該当者を早期かつ的確に把握し、生活習慣病の発症や重症化を予防する。

目
的

40歳以上の被保険者を対象に、内臓脂肪症候群に着目した健診を実施した。（総合健診の
一部として、基本健康診査や各種がん検診と同時に実施）

事 業 所 管 課 健康長寿福祉部／保険事業課

7,241千円

府負 国民健康保険特定健康診査・保健指導国庫負担金(1/3) 7,241千円

評
価
・
課
題
等

決 算 額

主
な
財
源

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

国負 国民健康保険特定健康診査・保健指導国庫負担金(1/3)

37.7%

28,822千円

予 算 科 目

事 業 名

総 合 計 画

01特定健康診査等事業費

基本方針

特定健康診査事業

01特定健康診査等事業費 国民健康保険事業特別会計

医療保険制度の一層の充実

08保健事業費

健やか安心都市

99.0 %

不 用 額

計画項目

29,108千円

最 終 予 算 額 執 行 率(②－①)

286千円

- 5 -



02

Ⅲ ②

① ②

・対象者数

動機付け支援 444人 積極的支援 191人

・実施人員

動機付け支援 積極的支援

支援終了者 29人 支援終了者 9人

初回面接のみ 35人 初回面接のみ 23人

実施評価のみ 28人 実施評価のみ 4人

・受診率

（国庫負担金実績報告時）

・臨時保健師賃金 350千円

・臨時栄養士賃金 188千円

・消耗品費 196千円

・印刷製本費 51千円

・通信運搬費 29千円

・共同処理手数料 37千円

・事務補助業務人材派遣委託料 166千円

健やか安心都市

81.4 %

不 用 額

計画項目

1,248千円

最 終 予 算 額

1,017千円

20.2%

執 行 率(②－①)

231千円

京丹後市特定健診等実施計画に基づき、生活習慣を改善するための支援を行い、生活習慣
病の発症や重症化を予防する。

予 算 科 目

事 業 名

総 合 計 画

01特定健康診査等事業費

基本方針

特定保健指導事業

01特定健康診査等事業費 国民健康保険事業特別会計

医療保険制度の一層の充実

08保健事業費

目
的

評
価
・
課
題
等

決 算 額

主
な
財
源

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

国負 国民健康保険特定健康診査・保健指導国庫負担金(1/3)

特定健康診査の結果から、動機付け支援及び積極的支援の対象を把握し、市の保健師及び
管理栄養士による支援（指導）を実施した。

○生活習慣を改善するための支援を行うことにより、生活習慣病の発症や重症化の予防につなげ
ることができた。
○京丹後市特定健診等実施計画において、平成23年度の特定保健指導受診率（結果把握率）の目
標を40％としているところ、受診率の実績は、20.2％（国庫負担金実績報告時）にとどまって
いる。

事 業 所 管 課 健康長寿福祉部／保険事業課

609千円

府負 国民健康保険特定健康診査・保健指導国庫負担金(1/3) 609千円
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03

Ⅲ ②

① ②

・実施期間：平成23年7月～平成23年12月

・委託先等：弥栄病院、久美浜病院、丹後中央病院、ふるさと病院

・節目ドック委託料 4,130千円

受診件数 88件 （前年度94件）

自己負担額 2,000円

・人間ドック委託料 4,224千円

受診件数 124件 （前年度132件）

自己負担額 検査費用の3割

・脳ドック委託料 3,341千円

受診件数 129件 （前年度167件）

自己負担額 検査費用の3割

・通信運搬費 18千円

○人間ドック等を実施することにより、被保険者の健康の保持増進及び生活習慣病の予防措置を
図ることができた。
○検査結果について、特定健康診査事業のデータとして活用することで、生活習慣病の発症や重
症化の予防にもつなげることができた。
○診療報酬の改定（増額）に対して、委託料が伴っていない現状（安価）がある。委託料（単
価）を再検討する必要がある。

人間ドック、節目ドック及び脳ドックを実施し、被保険者の健康の保持増進及び生活習慣
病の予防措置を図る。

事 業 所 管 課

08保健事業費

11,713千円

目
的

評
価
・
課
題
等

健康長寿福祉部／保険事業課

31千円

予 算 科 目

事 業 名

総 合 計 画

01特定健康診査等事業費

基本方針

短期総合機能検査事業

01特定健康診査等事業費 国民健康保険事業特別会計

医療保険制度の一層の充実

決 算 額

主
な
財
源

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

11,744千円

最 終 予 算 額

40歳以上70歳未満の被保険者を対象に、人間ドック、節目ドック及び脳ドックを市内医療
機関に委託して実施した。

執 行 率(②－①)

健やか安心都市

99.7 %

不 用 額

計画項目

- 7 -



03

Ⅲ ②

① ②

○医療機関での受診状況等を被保険者に年間6回通知した。

・実施年月と通知世帯数

平成23年5月 8,254世帯 （前年同月8,120世帯）

平成23年7月 8,249世帯 （前年同月8,277世帯）

平成23年9月 8,079世帯 （前年同月8,354世帯）

平成23年11月 8,128世帯 （前年同月8,294世帯）

平成24年1月 8,095世帯 （前年同月8,290世帯）

平成24年3月 8,069世帯 （前年同月8,120世帯）

・消耗品費 723千円

・通信運搬費 2,320千円

・医療費通知作成手数料 1,208千円

2,947千円

執 行 率(②－①)

健やか安心都市

97.9 %

不 用 額

計画項目

決 算 額

主
な
財
源

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

府補 特別調整交付金

4,342千円

最 終 予 算 額

事 業 名

総 合 計 画

02保健事業費

基本方針

医療費通知事業

01保健衛生普及費 国民健康保険事業特別会計

医療保険制度の一層の充実

○医療機関での受診状況等を被保険者へ通知することにより、医療費に対する理解の啓発と適正
化を図った。
○医療費通知に限定するだけでなく、平成24年度から後発医薬品差額通知を実施し、より一層の
医療費に対する理解の啓発と適正化に努めていく。

医療機関での受診状況を被保険者に通知することにより、医療費に対する理解の啓発と適
正化を図る。

事 業 所 管 課

08保健事業費

4,251千円

目
的

評
価
・
課
題
等

健康長寿福祉部／保険事業課

91千円

予 算 科 目
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04

Ⅲ ②

① ②

○レセプトの点検を、経験豊富な臨時職員3人の体制で実施した。

・過誤調整の実施状況（平成23年4月～24年3月点検分）

資格点検による効果額 33,274千円 （前年度24,907千円）

内容点検による効果額 9,075千円 （前年度 8,246千円）

（平成23年4月～24年3月点検分）

・社会保険料 646千円

・雇用保険料 72千円

・臨時職員賃金 4,695千円

・普通旅費 5千円

・消耗品費 120千円

本事業の実施により、高齢化と医療の高度化により年々増加する医療費の適正化が図られ、健
全な国保財政の運営に寄与している。

国保事業安定のためにレセプト（診療報酬明細書）の点検を行い、医療費の適正化を図
る。

事 業 所 管 課

08保健事業費

5,538千円

目
的

評
価
・
課
題
等

健康長寿福祉部／保険事業課

17千円

予 算 科 目

事 業 名

総 合 計 画

02保健事業費

基本方針

医療費適正化事業

01保健衛生普及費 国民健康保険事業特別会計

医療保険制度の一層の充実

決 算 額

主
な
財
源

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

府補 特別調整交付金

5,555千円

最 終 予 算 額 執 行 率(②－①)

健やか安心都市

99.6 %

不 用 額

計画項目

5,000千円
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01

Ⅲ ②

① ②

○エイズ予防のためにパンフレットを作成し、成人式に配布。

・作成部数：710部（出席者分及び来賓分）

・印刷製本費 27千円

33千円

執 行 率(②－①)

健やか安心都市

96.4 %

不 用 額

計画項目

決 算 額

主
な
財
源

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

国補 特別調整交付金

28千円

最 終 予 算 額

事 業 名

総 合 計 画

02保健事業費

基本方針

ｴｲｽﾞ予防啓発事業

02疾病予防費 国民健康保険事業特別会計

医療保険制度の一層の充実

○成人式の場を利用して新たに成人となる人たち等にエイズに対する知識の普及・啓発のためパ
ンフレットを配布することで、広くエイズに関する知識の普及・啓発を行うことができた。
○より広く普及・啓発するために、対象・手段等を検討する必要がある。

エイズに関する知識の普及・啓発に取り組むことで、エイズへの感染予防を図る。

事 業 所 管 課

08保健事業費

27千円

目
的

評
価
・
課
題
等

健康長寿福祉部／保険事業課

1千円

予 算 科 目
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04

Ⅲ ②

① ②

○前立腺がん検診委託料 3.672千円

・受診者：1,399人（一般会計負担分895人）

・自己負担額：なし

・委託先：京都予防医学センター

・実施期間：平成23年5月24日～平成23年10月12日

○事業の実施により、前立腺がんの早期発見・早期治療につながった。
○平成23年度の受診者数は、平成22年度の受診者数（1,264人）と比較して10.7％増加した
が、55歳以上の男子被保険者数5,279人（4月1日現在）と比較すると26.5％にすぎない。
○早期発見・早期治療のために、今後もより多くの被保険者が受診されるように広報等に努める
必要がある。

55歳以上の男性被保険者を対象として前立腺がん検診を実施することで、前立腺がんの早
期発見・早期治療に努める。

事 業 所 管 課

08保健事業費

3,672千円

目
的

評
価
・
課
題
等

健康長寿福祉部／保険事業課

1千円

予 算 科 目

事 業 名

総 合 計 画

02保健事業費

基本方針

前立腺がん検診事業

02疾病予防費 国民健康保険事業特別会計

医療保険制度の一層の充実

決 算 額

主
な
財
源

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

府補 特別調整交付金

3,673千円

最 終 予 算 額

55歳以上の男性被保険者を対象とした前立腺がん検診を京都予防医学センターに委託して
実施した。

執 行 率(②－①)

健やか安心都市

99.9 %

不 用 額

計画項目

2,770千円
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01

Ⅲ ②

① ②

○総合保健施設「弥栄保健福祉センター（ふれあい）」の施設管理を実施した。

・消耗品費 16千円

・燃料費 48千円

・光熱水費 1,349千円

・修繕料 305千円

・通信運搬費 46千円

・火災保険料 17千円

・施設警備委託料 120千円

・施設清掃委託料 329千円

・施設管理委託料 301千円

・エレベーター保守点検委託料 624千円

・消防施設保守点検委託料 25千円

・自動ドア保守点検委託料 49千円

・地下タンク漏洩検査委託料 56千円

3,024千円

執 行 率(②－①)

健やか安心都市

93.2 %

不 用 額

計画項目

決 算 額

主
な
財
源

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

繰入金 その他一般会計繰入金(施設管理費分)

3,522千円

最 終 予 算 額

事 業 名

総 合 計 画

02保健事業費

基本方針

施設管理費

03特別総合保健施設事業費 国民健康保険事業特別会計

医療保険制度の一層の充実

○地域保健事業を始め、通所介護事業及び訪問看護事業を主に実施しており、事業運営担当課、
予算管理担当課及び維持管理担当課と複数の課が連携をし、センター運営を行っている。
○今後も更に関係各課が実施事業の見直し等を検討し、有効なセンター活用ができるよう連携体
制を密にし、円滑な管理運営に努めることが重要である。

弥栄保健福祉センターの適切な維持管理を行うことで、保健、福祉及び医療が連携し、市
民の総合的な保健福祉の向上を図る。

事 業 所 管 課

08保健事業費

3,285千円

目
的

評
価
・
課
題
等

健康長寿福祉部／保険事業課

237千円

予 算 科 目
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01

Ⅲ ②

① ②

乳幼児・小学生・中学生を対象に、自己負担を1か月1医療機関ごとに200円とし、

その超える額を助成した。

・子ども医療給付費 千円

【府制度】出生から3歳未満の外来及び小学校卒業までの入院

京都子育て支援医療費受給者証を交付することにより、医療機関での一部負担

金が、1か月1医療機関ごとに200円となるように助成した。（現物給付）

現物給付 件 千円

現金償還 件 千円

件 千円

【市制度】3歳から小学校入学までの外来

京丹後市子ども医療費受給者証の交付により現物給付、府外受診は現金償還

現物給付 件 千円

現金償還 件 千円

件 千円

【市制度】小学生の外来及び中学生の外来と入院は、全て申請による現金償還

小学生 件 千円

中学生 件 千円

件 千円

・審査支払手数料（京都府国民健康保険団体連合会） 千円

・その他（通信運搬費、事務消耗品等） 千円

小計 26,045 59,600

小計

小計

17,914 50,124

20,718 30,062

○子育て家庭の医療費の一部を助成することにより、疾病の早期発見、適切な治療を受けること
が可能となり、疾病の長期化、慢性化への予防となる。対象乳幼児の健康保持と増進を図るとと
もに子育て家庭の経済的負担の軽減が図ることができ、家庭への支援の効果は大きい。
○今後、現金償還の市制度分に対する現物給付化の検討を行う必要がある。

5,747 15,314

3,195

526

31,340千円

諸収入 日本ｽﾎﾟｰﾂ振興ｾﾝﾀｰ等災害共済給付金 344千円

465 714

20,298 44,286

46,027

581 4,097

20,253 29,348

事 業 所 管 課

03民生費

143,507千円

目
的

評
価
・
課
題
等

子ども医療事業

健康長寿福祉部／保険事業課

7,089千円 95.2 %

不 用 額

基本方針 計画項目

予 算 科 目

細 事 業 名

総 合 計 画

01社会福祉費 04福祉医療費

決 算 額

主
な
財
源

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

府補 京都子育て支援医療費補助金（1/2）

乳幼児、児童生徒の医療費の自己負担金の一部を助成することにより、健康の保持と増進
を図るとともに、子育てに係る保護者の経済的負担を軽減する。

139,786

17,333

01子ども医療事業

決算書 Ｐ.138

150,596千円

最 終 予 算 額

医療保険制度の一層の充実

執 行 率(②－①)

健やか安心都市
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01

Ⅲ ②

① ②

○受給者数（平成24年3月31日現在）

府制度：身体障害者手帳１、2級及び療育手帳Ａ所持者 人

市制度：身体障害者手帳3級所持者 人

・審査支払手数料（京都府国民健康保険団体連合会） 千円

・重度心身障害老人健康管理事業補助金 千円

〔医療給付費の状況〕 （単位：件、千円、%）

府制度計：14,265件 73,341千円 市制度計：6,315件 28,521千円

・その他経費（旅費、通信運搬費、事務消耗品等） 千円104

後期高齢者医療制度に加入する対象者には、全て対象者証を交付し、医療費に係る経済的負担
を軽減できた。

1,279

対前年 101.6 100.9 94.5 73.3 101.9 114.3 61.3 90.1

3,670 5,998 27,242 31723 13,346 69,671 919

776

22 13,138 69,079 972 5,006 5,889 23,824 517 1,420

5,482 5,459 22,093 28721 13,016 66,944 1,127

現物給付 現金給付

件数 医療費 件数 医療費 件数 医療費 件数 医療費

不 用 額

計画項目

35,901千円

諸収入 福祉医療返還金 1,976千円

351

542

101,862

年度

重度心身障害老人の健康を保持し、もって障害者福祉の向上を図る。

後期高齢者医療制度の加入者で所得の低い障害者の医療費に係る経済的負担を軽減するこ
とにより、必要な医療を受けやすくする環境をつくり、疾病の早期発見・早期治療につな
げ、重症化・長期化を防ぎ、健康管理意識を向上させた。

対象者本人及び世帯員の所得状況により、受給資格の判定を行い、医療費受給者証（健康
管理シール）を交付することにより、医療機関での一部負担金を助成した。

848

02重度心身障害老人健康管理事業

決算書 Ｐ.140

医療保険制度の一層の充実

執 行 率(②－①)

99.9 %

主
な
財
源

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

府補 重度心身障害老人健康管理事業費補助金（1/2）

府制度（身障1、2級/療育A） 市制度（身障3級）

現物給付 現金給付

予 算 科 目

細 事 業 名

総 合 計 画

01社会福祉費

健やか安心都市基本方針

04福祉医療費

決 算 額

事 業 所 管 課

03民生費

102,508千円

目
的

評
価
・
課
題
等

重度心身障害老人健康管理事業

健康長寿福祉部／保険事業課

97千円102,605千円

最 終 予 算 額
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01

Ⅲ ②

① ②

○受給者数（平成24年3月31日現在）

府制度：身体障害者手帳1、2級及び療育手帳A所持者 人

市制度：身体障害者手帳3級所持者 人

・審査支払手数料（京都府国民健康保険団体連合会） 千円

・重度障害者医療給付費 千円

〔医療給付費の状況〕

府制度計：11,140件 100,624千円 市制度計：2,723件 22,849千円

・その他経費（旅費、通信運搬費、事務消耗品等） 千円87

後期高齢者医療制度以外の対象者には、全て福祉医療費受給者証を交付し、医療費に係る経済
的負担を軽減できた。

2,754

対前年 104.2 112.8 88.3 85.4 107.2 111.6 106.3 121.2

5,889 2,367 20,095 35623 10,200 94,735 940

3,152

22 9,791 84,022 1,064 6,894 2,209 18,007 335 2,273

6,404 1,970 15,053 36821 9,624 81,446 1,076

件数 医療費 件数 医療費件数 医療費 件数 医療費

153

1,085

123,473

年度

府制度（身障1、2級/療育A） 市制度（身障3級）

現物給付 現金給付 現物給付 現金給付

04福祉医療費

事 業 所 管 課

03民生費

124,645千円

目
的

評
価
・
課
題
等

重度心身障害者医療事業

健康長寿福祉部／保険事業課

3千円 99.9 %

予 算 科 目

細 事 業 名

総 合 計 画

01社会福祉費

福祉医療返還金

所得の低い障害者の医療にかかる経済的負担を軽減することにより、必要な医療を受けや
すくする環境をつくり、疾病の早期発見・早期治療につなげ、重症化・長期化を防ぎ、健康
管理意識を向上させた。

対象者本人及び世帯員の所得状況により、受給資格の判定を行い、福祉医療費受給者証を
交付することにより、医療機関での一部負担金を助成した。

なお、後期高齢者医療制度に該当する障害者は、重度心身障害老人健康管理事業へ移行す
る。

667

基本方針 計画項目

不 用 額 (②－①)

健やか安心都市

決 算 額

重度心身障害児（者）の健康の保持と福祉の向上を図る。

03重度心身障害者医療事業

決算書 Ｐ.140

主
な
財
源

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

府補 障害者医療助成事業費補助金（1/2）

諸収入

最 終 予 算 額

医療保険制度の一層の充実

執 行 率

124,648千円

49,344千円

1千円
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Ⅲ ②

① ②

○受給者数（平成24年3月31日現在） （単位：人）

※「児童単独」欄の（ ）内数値は、小学生以下の子どもの数

・審査支払手数料（京都府国民健康保険団体連合会） 千円

・母子医療給付費 千円

〔医療給付費の状況〕 （単位：件、千円、%）

府制度計：10,642件 34,496千円 市制度計：2,141件 8,341千円

・その他経費（旅費、通信運搬費、事務消耗品等） 千円

49.8

79

○母子家庭及び父子家庭の対象者には、福祉医療費受給者証を交付し、医療費に係る経済的負担
を軽減できた。
○当該制度の認定には、児童扶養手当の受給を要件としているが、今後も児童扶養手当担当課と
の連携を密にし、より早く福祉医療の認定ができるよう努める必要がある。

119.7 115.4 112.9 129.6対前年 114.5 120.2 97.1

464

23 10,098 32,871 544 1,625 2,036 8,110 105 231

1,357 1,765 7,181 8122 8,821 27,346 560

医療費

21 8,332 26,240 549 1,487 1,669 6,767 107 298

医療費 件数 医療費 件数

年度

府制度 (母子家庭医療) 市制度 (父子家庭医療)

現物給付 現金給付 現物給付 現金給付

件数 医療費 件数

95 288

1,049

42,837

保護者 児童単独 小学生以下

父子家庭 112 1（0） 81

区 分

諸収入 福祉医療返還金 14千円

04母子･父子医療事業

決算書 Ｐ.140

43,977千円

最 終 予 算 額

医療保険制度の一層の充実

執 行 率(②－①)不 用 額

母子家庭及び父子家庭の保護者と18歳未満の子どもの健康の保持と福祉の向上を図る。

母子家庭及び父子家庭の保護者と18歳未満の子どもを対象にして、医療費に係る経済的負
担を軽減することにより、必要な医療を受けやすくする環境をつくり、疾病の早期発見・早
期治療につなげ、重症化・長期化を防ぎ、健康管理意識を向上させた。

申請に基づき、所得状況により受給資格の判定を行い、福祉医療費受給者証を交付するこ
とにより、医療機関での一部負担金を助成した。

日本ｽﾎﾟｰﾂ振興ｾﾝﾀｰ等災害共済給付金 281千円

中学生以上

16,969千円

諸収入

計

母子家庭 541

主
な
財
源

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

府補 母子家庭医療助成事業費補助金（1/2）

6（0） 387 391 1,319

基本方針 計画項目

予 算 科 目

細 事 業 名

総 合 計 画

01社会福祉費 04福祉医療費

健やか安心都市

決 算 額

事 業 所 管 課

03民生費

43,965千円

目
的

評
価
・
課
題
等

母子･父子医療事業

健康長寿福祉部／保険事業課

12千円 99.9 %
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65歳以上70歳未満の高齢者の本人及び世帯の所得状況により、受給資格の判定を

行い、老人医療費受給者証を交付することにより医療機関での一部負担金を助成した。

○受給者数（平成24年3月31日現在）

65歳以上70歳未満の高齢者数

受給率

（ ）内は前年度

・審査支払手数料（国保連合会・支払基金） 千円

・老人医療給付費 千円

〔医療給付費の状況〕 （単位：件、千円）

・その他事務経費（旅費、郵送料、事務用品等） 千円

・過年度府支出金返還金 千円1,565

○高齢者の経済的負担の軽減を図ることで安心して医療が受けられ、疾病の重症化、慢性化を防
ぐ効果がある。
○自己負担額が1割（一定以上の所得者は3割）となるように助成しているが、国府の助成により
実施するものであり、国府の動向を注視していく必要がある。

85.4% 94.9% 98.5%

488

対前年 96.0% 99.9% 85.1%

11,532 29,082 118,912

23 25,205 107,322 2,404 9,845 27,609 117,167

22 26,257 107,380 2,825

件数 金額

21 24,345 101,153 2,644 10,524 26,989 111,677

2,260

117,167

年度
現物給付 現金償還 合計

件数 金額 件数 金額

3,919人 （3,983人）

58.5％ （57.6％）

事 業 所 管 課

03民生費

121,480千円

目
的

評
価
・
課
題
等

老人医療給付事業

健康長寿福祉部／保険事業課

11千円 99.9 %

不 用 額

基本方針 計画項目

予 算 科 目

細 事 業 名

総 合 計 画

01社会福祉費 05老人医療給付費

決 算 額

主
な
財
源

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

府補 老人医療助成事業費補助金（2/3）

医療費の軽減により、65歳以上70歳未満の高齢者の健康を保持し、老後の明るい暮らしと
福祉の向上を図る。

2,292人 （2,294人）

01老人医療給付事業

決算書 Ｐ.140

121,491千円

最 終 予 算 額

医療保険制度の一層の充実

執 行 率(②－①)

健やか安心都市

78,017千円

府補 老人医療助成事業施行事務費補助金 1,306千円

諸収入 福祉医療返還金 32千円
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